
　

児
童
デ
イ
サ
ー
ビ
ス
は
、
言
葉

や
発
達
の
遅
れ
が
懸
念
さ
れ
る
児

童
を
対
象
に
、
健
康
相
談
、
集
団

で
の
遊
び
、
療
育
訓
練
、
リ
ハ
ビ

リ
な
ど
を
通
じ
て
、
身
辺
自
立
や

社
会
性
の
習
得
、
運
動
機
能
の
発

達
を
支
援
す
る
も
の
で
す
。

　

医
師
、
理
学
療
法
士
、
保
育
士

な
ど
の
専
門
家
が
個
々
の
状
況
に

合
っ
た
支
援
を
行
い
ま
す
。
児
童

の
療
育
を
希
望
さ
れ
る
保
護
者
の

方
は
、
一
度
ご
相
談
く
だ
さ
い
。
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■
利
用
対
象
児
童

　

原
則
と
し
て
就
学
前
の
児
童

■
自
己
負
担　

サ
ー
ビ
ス
料
金
の

１
割
（
世
帯
の
課
税
状
況
で
上
限

額
が
決
ま
っ
て
い
ま
す
）

■
利
用
申
込
先

○
市
庁
舎
別
館
社
会
福
祉
課

　

障
害
者
福
祉
係
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○
各
総
合
支
所
市
民
福
祉
課

　

福
祉
係
（
東
予
）

　

市
民
福
祉
係
（
丹
原
・
小
松
）

　

公
証
役
場
で
は
、
不
動
産
の
売

買
・
賃
貸
、
金
銭
の
貸
借
、
損
害

賠
償
や
慰
謝
料
の
支
払
い
な
ど
、

各
種
の
契
約
書
（
公
正
証
書
）
を

作
成
し
て
い
ま
す
。
公
正
証
書
に

は
判
決
書
と
同
様
に
、
差
押
え
や

取
立
て
の
効
力
が
あ
り
ま
す
。

　

遺
言
書
を
公
証
役
場
で
作
成
す

る
と
、
家
庭
裁
判
所
の
検
認
の
手

続
き
を
受
け
る
こ
と
な
く
効
力
が

認
め
ら
れ
ま
す
。
ま
た
、
会
社
設

立
の
た
め
の
定て

い
か
ん款

や
私
署
証
書
の

認
証
、
確
定
日
付
の
付
与
な
ど
の

事
務
も
行
っ
て
い
ま
す
。

　

法
律
行
為
の
確
実
を
期
す
た
め

公
正
証
書
の
作
成
や
認
証
を
受
け

る
こ
と
を
お
勧
め
し
ま
す
。

　

公
証
役
場
で
は
公
正
証
書
に
関

し
て
の
法
律
相
談
を
行
っ
て
い
ま

す
の
で
、
ご
相
談
く
だ
さ
い
。
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20
日　

固
定
資
産
税
第
３
期
分
、

国
民
健
康
保
険
税
第
３
期
分
の

督
促
状
の
発
送

11
月
２
日　

市
県
民
税
第
３
期

分
、
国
民
健
康
保
険
税
第
４
期

分
の
納
期
限

※
督
促
状
１
通
に
つ
き
１
０
０
円

の
督
促
料
を
い
た
だ
き
ま
す
。

※
口
座
振
替
を
ご
利
用
の
方
は
、

納
期
限
日
の
残
高
に
ご
注
意
く

だ
さ
い
。

　

松
山
地
方
法
務
局
西
条
支
局
で

取
り
扱
っ
て
い
る
商
業
・
法
人
登

記
事
務
は
、
10
月
13
日
㈫
か
ら
松

山
地
方
法
務
局
（
本
局
）
登
記
部

門
で
取
り
扱
い
ま
す
。

　

商
業
・
法
人
登
記
に
係
る
登
記

事
項
証
明
書
、
印
鑑
証
明
書
の
交

付
事
務
に
つ
い
て
は
、
引
き
続
き

西
条
支
局
で
も
取
り
扱
い
ま
す
。

※
不
動
産
登
記
事
務
は
取
り
扱
い

の
変
更
は
あ
り
ま
せ
ん
。
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ご
存
じ
で
す
か
？

児
童
デ
イ
サ
ー
ビ
ス

10
月
の
市
税
ご
よ
み

法
務
局
の
商
業
・
法
人
登
記
事

務
の
取
扱
庁
が
変
わ
り
ま
す

公
証
週
間　

10
月
１
日
～
７
日

○市庁舎本館国保医療課　国保係　℡0897－52－1447
○各総合支所市民福祉課　市民保険係（東予）・市民福祉係（丹原・小松）

　緊急の少子化対策の一環として、平成21年10月１日から出産育児一時金が次のように変わります。

国民健康保険の
被保険者の皆さんへ 10月から出産育児一時金が変わります

支給額が４万円引き上げられます 直接支払制度が始まります

　平成21年10月１日から平成23年３月31日までの間の
出産に限り、出産育児一時金の支給額が４万円引き上
げられ、42万円（産科医療補償制度※に加入していな
い医療機関等で出産した場合は39万円）となります。

※産科医療補償制度とは
　出産に係る医療事故によって重度の脳性麻痺となった子と家
族の経済的負担を速やかに補償することなどを目的に、分娩を
取り扱う医療機関等が加入する制度。安心して産科医療を受け
られる環境整備の一環として、今年１月から始まりました。

　お手元に現金がなくても安心して出産できるように
するため、出産費用に出産育児一時金を直接充てる
「出産育児一時金の医療機関等への直接支払制度」
が、平成21年10月１日から始まります。
　今までは出産費用を被保険者が直接医療機関等に現
金で支払った後、西条市国保から被保険者へ出産育児
一時金を支給していましたが、制度開始後は、原則と
して西条市国保から直接医療機関等に出産育児一時金
を支払うことになります。

お問い合わせ先

※出産育児一時金の制度変更は、各医療保険にも適用されます。国保以外の方は、加入する医療保険者へお問い合わせください。
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